

















により破産手続開始の決定によって解散した法人又は解散 た法人で破産手続開始 決定を受けたものは、破産手続による清算の目的の範囲内において、破産手続が終了するまで存続するものとみなす。 」と規定している。したがって、破産手続開始決定を受けただけでは法人格は消滅せず、破産手続がその目的を達して終了す ときまで存続することになる。２．残余財産がある場合の法人破産　
そのように考えると、破産手続が終了しても、残余財産がある場合には、法人格は消滅しないと解される（大判







平成一五年度（上） （一月～六月分） 」一八七頁）は、次のように述べている。すなわち、 「前掲最二小判平
成七・九・八は、異時廃止による破産廃止のケースであるところ、原審は 破産廃止後に清算すべき財産が存しないとの事実を確定（認定）するものではなく、法人格の消滅を前提とすることができないものであるから（異時廃止の場合には、配当すべき破産財団がないことは明らかであるが 清算すべき財産 存し ことまで明らかとはいえない。訴訟においては、破産手続終結 場合 逆に、清算すべき財産が存しないことが主張立証されない限り、清算すべき財産が存在し、清算の目的の範囲内で法人格は存続す ものとして判決されるべきである。 ） 、同判決は、破産手続の終了により会社の法人格が消滅した についての実体法の解釈適用を示したも ということはできない。…前掲最二小判平成七 九・八は、前記 原審確定事実等に照らし、異 廃止の一般的な場合、すなわち、清算すべき財 が存在するために破産手続終了後に 法人格が消滅しない場合について、実体法の解釈適用を示したものと解される（本判決は、前掲最二小判平成七・九・八を よう 解したものと思われる。 ） 。 」　
つまり、破産した法人の法人格が残るかどうかは、破産手続がどのような形で終わったか（破産手続終結あるい

















































合には、これにより会社の負担していた債務も消滅するものと解すべきであり、この場合、もはや存在しない債務について時効による消滅を観念する余地はない。この理は、同債務について保証人のある においても変わらない。したがって 破産終結決定がされて消滅し 会社を主債務者とする保証人は、主債務についての消滅時効が会社の法人格の消滅後に完成したことを主張して時効の援用 することはできないものと解するのが相当である。 」 と判示して る。また、その調査官判例解説におい も、 「これは、破産手続が破産終結（破産手続終結）により終了した場合には、原則として もはや清算すべき財産が存しないこ から、法人格が消滅するこ を前提として ①破産終結により債務者である会社 法人格が消滅すれば、会社に対する債権 実体的に と解すべきこと、②会社の債務 保証人がある場合であっても、同様に解 べきこと（消滅における附従性の例外として、保証債務が独立して存在すること） 、③会社の債務の保証人は、会社の法人格消滅後 の消滅時効が完成したことを主張して主債務の消滅時効を援用することが きないと解すべきこと、を示 、債務消滅説を採ることを最高裁 して初めて明らかにしたものである。 」 （前掲・松並一八三頁）と解説されている。　
したがって、保証人は、①破産手続終了後に清算すべき財産が存在しない場合には（異時廃止のときであっても











る権利（又は担保権）も消滅する可能性が残る。債権者としては、 （主）債務者との関係で同人に対する債権（又は被担保債権）の消滅時効を中断する措置をとっておかなければならないことになる。人的保証のうち連帯保証であれば、連帯保証人に請求すれば主債務者に対しても時効は中断する（民法四五八条、四三四条） で、問題は少ない。ところが、通常の保証や物上保証の場合にはこのような可能性はなく、 責 受け （主）債務者に対 て（債務者自身に対しては履行請求ができないにもかかわらず） 、 保証 務や担保権の消滅を防ぐためだけの目的で時効中断措置をとらなければならない、という不合理な面が残る（前掲・上原一三七頁以下。片岡宏一郎「主債務 消滅と保証債 の独立性」金融・商事判例一〇五一号二頁も同趣旨） 。しかし、その点については 自然債務の時効中断
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ということがありうるのかどうかという問題がある（西尾信一「主債務会社の破産手続が終結した場合と物上保証人提供物件の上の根抵当権 時効消滅 の関係」銀行法務二一第五五〇号五七頁） 。　
また、残余財産の有無という偶然の事情によって法人の存否が決まり、債権者として時効中断措置をとるべき相
手方も変わるのは、不合理であり、特に残余財産があり法人が存続していても管財人は原則として当事者適格を有しない（最二小判平成五年六月二五日民集四七巻六号四五五七頁）ので、右法人に対して時効中断のため提訴しようとすれば清算人や特別代理人の選任が必要になり、 債権者の利益を害する、 という問題が指摘されている （前掲・酒井（金融・商事判例一〇六〇号）九八頁） 。　
したがって、保証債務又は担保権自体の独立の時効消滅を考え、時効中断措置も保証人・物上保証人のみに対し
てとれば足りる、とするのが、妥当な方向 ように思われる（前掲・上原一三八頁） 。自然人の破産し免責を受けた場合には、前掲最判平成一一年一 月九日のように、 「債務の保証人は、そ 債権についての消滅時効を援用することはできない」のであ から、債務の存続と保証 への責任追及をリンクして考える必要はな と思われる。　
端的に、主債務会社に残余財産がない場合に、観念的とはいえ、破産終結によっても法人格ならびに被担保債権

















余財産があ たかど か容易に判明しないので、 債権者の時効管理を不明瞭かつ不安定にさせるという問題がある　
この指摘は、もっともであり、債権者は、その存否につき十分に注意を払う必要がある。実務では、配当終結の












初は被担保債権についての一〇年の消滅時効を援用 得たのに、主債務者が破産すると抵当権それ自体の二〇年の消滅時効しか主張しえなくなるが、こ ような大きな相違を生じさせるべきではないという（田高寛貴「会社破産の場合における物上保証人負担の根抵当権 帰趨と消滅時効」判例タイムズ一〇〇九号六七頁） 。主債務者破産という一事により根抵当権の消滅時効期間が一〇年から二〇年に るのは不均衡であるという指摘（前掲・西尾（銀行法務二 第五五〇号）五七頁）も同様の趣旨と考えられる。　
これに対しては、民法一六七条が、 「債権」の消滅時効期間 一〇年とし、 「債権又は所有権以外の財産権」の消








ならびに被担保債権が存続するとされることに少々疑問をもっている、という批判がある（前掲・西尾（銀行法務二一第五五六号）三一頁） 。また、 「法人格の消滅は、権利義務主体の消滅であるから、義務主体のないところ、主債務も存在し得ず、消滅すると考えざ を得ないのではなかろうか。 」 （菅野佳夫「消滅時効制度をめぐる論点」判例タイムズ九八九号 三頁）という批判も同旨と考えられる。　
折衷説は、債務消滅説が、主たる債務が消滅することに伴って、独立の保証債務や担保権といった新たな法律関































































































考えられる。ただし、両判決には異なる点が二つある。一つ目は、第一審判決が「破産法三六六条の一三、会社更生法二四〇条二項の趣旨に鑑み」と述べ、破産法と会社更生法の双方を引用 のに対して、控訴審判決は破産法のみ引用している点である。会社更生法 倒産手続 であっても再生型の法律であ から、主債務者会社が残余財産無しに破産手続を終了させた本事件に引用するのは清算型の破産法だけでよいの はないかと思う。　
二つ目は、右記と同様の箇所で、第一審判決が「趣旨に鑑み」と述べているのに対し 、控訴審判決 「趣旨を







了し免責決定を受けても、直ちに死亡するわけではないので、破産した自然人自体は権利能力を失わずに存続し、経済活動も法律行為も行うことができるし、新得財産を得ることもできる。他方、法人の場合は、残余財産無しに手続が終 すると、法人格が消滅し権利能力がなくなり、新し 活動を行うこともできない（前掲・菅野六四頁参照） 。したがって、自然 の破産免責の場合は、債務存続説でよいと思われるが、法人が残余財産無しに破産手続を終了した場合は、債務消滅説によるべきことと考える。　
繰り返し述べることになるが、担保というのは、主債務が順調に弁済できなくなったときに主債務者に代わって
弁済に責任をもつものであるから、担保権実行は可能にしなければ担保の意味がなくなって まう。実務上 、時効管理を徹底し、できるだけ早目に（根）抵当権の実行に移行することが肝要 あ 。
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